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第１章 総 則                                      

（目的） 

1.1.1 この基準は、本市発注の公共建築工事を請負施工に付す場合において、予定価格

の基となる工事費内訳書に計上すべき当該工事の工事費（以下「工事費」という。）

の積算について必要な事項を定め、もって工事費の適正な積算に資することを目的と

する。 

 

（用語の定義） 

1.1.2 この基準に用いる用語については、次のとおりとする。 

 (1) 材料価格等 

   材料価格等とは、建築工事等の積算に用いる材料価格及び機器類価格の物価資料等

の掲載価格及び見積書の見積価格をいう。 

(2) 複合単価 

複合単価は、材料、労務、機械器具等の各要素と単位施工当たりに必要とされる数

量から構成される歩掛りに、次の単価等を乗じて算定する。 

ア 材料単価 

材料単価は、物価資料の掲載価格等による。 

イ 労務単価 

    労務単価は、国土交通省が定める「公共工事設計労務単価」による。ただし、基

準作業時間外の作業、特殊条件による作業等については、労務単価の割増しを行

うことができる。 

ウ 機械器具費 

    機械器具損料は、「請負工事機械経費積算要領」（昭和４９年３月１５日付建設

省機発第 44号）による。また、建設機械賃料は物価資料の掲載価格等による。 

エ 仮設材費 

 仮設材費は、物価資料の掲載価格等による賃料又は材料の基礎価格に損料率を乗

じて算定する。 

(3) 市場単価 

市場単価とは、建築工事費の一般的な構成の中の｢直接工事費｣に相当する｢資材

費＋労務費＋下請経費等｣を基本構成とする施工単位あたりの費用をいう。 

(4) 物価資料等 

物価資料等とは、｢建設物価｣((一財)建設物価調査会)、｢積算資料｣((一財)経済

調査会)、｢建築コスト情報｣((一財)建設物価調査会)及び｢建築施工単価｣((一財)

経済調査会)等をいう。 
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(5) 見積書 

見積書とは、専門工事業者、メーカー及び商社等から徴取したものをいう。 

 

（適用範囲） 

1.1.3 この基準は、南あわじ市が所掌する各種工事のうち「建築工事」、「電気設備工

事」、「機械設備工事」及び「昇降機設備工事」の積算に適用するものとする。 

なお、特殊な工法によるもの、又は工事規模及び内容等が特殊なもので、この基準

によることが適当でないと判断される場合には、見積等を活用し、実態に合わせた積

算とする。 

 

（準拠及び参考とする基準等） 

１.1.4 工事費の積算は、別紙に定める基準を準拠及び参考し、作成するものとする。

ただし、本市の独自基準として準拠及び参考する基準より優先して適用する基準を

「準拠する基準以外に定める基準」を第２章にて定める。 

 

（工事費の種別及び区分） 

1.1.5 工事費の積算は、建築工事、電気設備工事、機械設備工事及び昇降機設備工事等

の工事種別ごとに行う。工事費は、直接工事費、共通費及び消費税等相当額に区分し

て積算する。 

直接工事費については、設計図書の表示に従って各工事種目に区分し、共通費につ

いては、共通仮設費、現場管理費及び一般管理費等に区分する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（工事費内訳書） 

1.1.6 内訳書については、次のとおりとする。 

(1) 書式 

原則として、工事費内訳書は、国土交通省「公共建築工事内訳書標準書式（建築工

事編）」及び「公共建築工事内訳書標準書式（設備工事編）」によるものとする。 

(2) 構成 

内訳書は、工事内訳書、種目別内訳書、科目別内訳書、中科目別内訳書及び細目別

工事費 

工事価格 

消費税等相当額 

工事原価 

一般管理費

 

現場管理費 

純工事費 

直接工事費 

共通仮設費 

共通費 

工事の一時中止に伴う増加費

用 
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内訳書で構成する。 

ア 工事内訳書 

工事内訳書には、直接工事費及び共通費の種目の金額並びに消費税等相当額を記

載する。 

イ 種目別内訳書 

種目別内訳書は建物別、屋外、設備工事等の工事種目ごとに区分し、その種目の

金額を記載する。工事種目の区分は、設計図書による。なお、全体工事のうち、

一部分について全体工期より先に完成を指定した部分（指定部分）がある場合は、

当該部分を区分して記載する。 

ウ 科目別内訳書 

科目別内訳書は、設計図書の工事種目等を標準として直接工事費を科目に区分し、

その科目の金額を記載する。 

エ 中科目別内訳書 

中科目別内訳書は、科目別内訳において区分した科目をさらに主要な構成に従い

区分し、その中科目の金額を記載する。 

オ 細目別内訳書 

細目別内訳書は、各科目あるいは中科目に属する細目ごとに数量、単位、単価及

び金額を記載する。 

(3) 内訳書の作成 

内訳書の作成は、設計図書に基づき適切に行う。 

(4) 名称、摘要 

内訳書における名称、摘要等の記載事項については、第２章表－２に基づき記載

する。 

 

（直接工事費） 

1.1.7 直接工事費は、工事目的物を造るために直接必要とする費用で、直接仮設に要す

る費用を含み、その算定は次の各項による。 

(1) 算定の方法 

ア 材料価格及び機器類価格（「材料価格等」という。）に個別の数量を乗じて算定

する。 

イ 単位施工当たりに必要な材料費、労務費、機械器具費等から構成された単価に

数量を乗じて算定する。 

ウ ア又はイにより難い場合は、施工に必要となる全ての費用を「一式」として算

定する。 

(2) 単価及び価格 

ア 算定の方法に用いる単価及び価格については、国土交通省「公共建築工事標準
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単価積算基準」及び同「公共建築工事積算基準等資料」による。 

(3) 数量 

算定の方法に用いる数量は、建築工事においては、国土交通省「公共建築数量積算

基準」、電気設備工事及び機械設備工事においては、同「公共建築設備数量積算基準」

による。 

 

（共通費） 

1.1.8 共通費は、次の各項について算定するものとし、具体的な算定については、国土

交通省「公共建築工事共通費積算基準」及び同「公共建築工事積算基準等資料」の定

めによる。 

(1) 共通仮設費 

共通仮設費は、各工事種目に共通の仮設に要する費用 

(2) 現場管理費 

現場管理費は、工事施工に当たり、工事現場を管理運営するために必要な費用で、

共通仮設費以外の費用 

(3) 一般管理費等 

一般管理費等は、工事施工に当たる受注者の継続運営に必要な費用で、一般管理

費と付加利益等からなる費用 

 

（共通仮設費） 

1.1.9 共通仮設費率に含む内容及び共通仮設費に積み上げる内容の取り扱いは、別紙

の表－４及び表－５とおりとする。 

 

（現場管理費） 

1.1.10 現場管理費に含む内容及び現場管理費にて積み上げる内容の取り扱いは、別紙

の表－６のとおりとする。 

 

（一般管理費等） 

1.1.11 一般管理費等に含む内容及び一般管理費にて補正又は積み上げる内容の取り扱

いは、別紙の表－７のとおりとする。 

 

（消費税等相当額） 

1.1.12 消費税等相当額は、工事価格に消費税及び地方消費税相当分からなる税率を乗

じて算定する。 
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（設計変更における工事費） 

1.1.13 設計変更における工事費は、当該変更対象の直接工事費を積算し、これに当該

変更に係わる共通費を加えて得た額に、原則として当初請負代金額から消費税等相当

額を減じた額を当初工事費内訳書記載の工事価格で除した比率を乗じ、さらに消費税

等相当額を加えて得た額とする。 
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第２章 準拠する基準以外に定める基準                                      

（共通基準） 

2 次に掲げる基準は、第１章にて定める準拠する基準よりも優先して適用するものとす

る。 

 

第１節 直接工事費 

（算定の方法） 

2.1.1 内訳書等に計上する金額に対する数値基準は、次の表－１による。 

 

表－１ 数値基準 

 種別等 金額 

⑴ 種目別内訳書 千円単位 

⑵ 科目別内訳書 千円単位 

⑶ 中科目別内訳書 千円単位 

⑷ 細目別内訳書 円単位 

⑸ 別紙明細書 円単位 

⑹ 代価表 円単位 

⑺ 直接工事費 千円単位 

⑻ 共通仮設費 千円単位 

⑼ 現場管理費 千円単位 

⑽ 一般管理費等 千円単位 

⑾ 工事価格 千円単位 

⑿ 消費税等相当額 円単位 

⒀ 工事費計 円単位 

⒁ 物価資料及び市場単価 （最安価格）    円単位 

⒂ 見積り （最安価格）    円単位 

 

※ 端数処理は、原則として単位未満切捨てとする。 

※ 備考欄には、具体的な単価根拠（例：単価決定根拠表 P○）を記載する。 

※ 変更設計書においても、当初設計書と同様の端数処理を行う。 

 

（単価及び価格採用の優先順位） 

2.1.2 単価及び価格採用の優先順位は次による。 
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(1) 市場単価 

(2) 標準歩掛による複合単価 

(3) 公共建築工事積算研究会参考歩掛による複合単価 

(4) 物価資料等の「材工共」単価 

 

（物価資料等による単価決定方法） 

2.1.3 物価資料等を使用しての単価決定の方法は次による。 

(1) 原則として、契約期限内において最新のものを使用する。ただし、特記仕様書

に記載のある場合は、この限りではない。 

(2) 物価資料に基づく材料単価、市場単価による場合は、最低価格を採用するもの

とする。 

(3) 物価資料等に掲載地区が詳細に設定されている場合は、建設地に最も近い地区

の材料価格等を採用する。 

(4) 使用地域の優先順位は、県内、近畿圏内、全国の順とする。 

(5) 価格に実勢を考慮した率（以下、「査定率」という。）を乗じる場合は、単価決

定根拠表（単価比較表）に明記するものとする。 

(6) 掲載単価が公表価格の場合、もしくは専門業者の発行するカタログ等の場合は、

実勢価格に則した率を乗じ、内訳書中の備考欄に物価資料・カタログ等の略称、

ページ数等を明記する。略称の凡例は次の表―２による。 

 

       表－２ 内訳書等に記載する略称の凡例 

物価資料・カタログ等の名称 内訳書等に記載する略称 

建設物価 建物 

積算資料 積資 

コスト情報 ｺｽﾄ 

施工単価資料 施単 

カタログ等 ｶﾀﾛｸﾞ 

 

（材料価格等採用の優先順位） 

 2.1.4 積算に当って数量に乗じる材料価格等及び複合単価の作成に用いる材料価格

等の優先順位は次による。 

（1）物価資料等 

(2) メーカーカタログ等  

(3) 見積書 

(4) 独自その他 
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（建設発生土及び産業廃棄物） 

2.1.5 設計で想定する施設は、「処分費」と「運搬費」の合計が最も経済的となる施設

を選定する。ただし、処理施設については、積算における想定施設であり、受注者に

対して処理施設を指定するものではない。 

 

（有価物） 

2.1.6 有価物を含む工事の積算については、次のとおりとする。 

(1) 解体物や撤去物に価値がある場合（以下、「有価物」という。）は、直接工事費

から有価物の処理施設買い入れ価格（以下「有価物額」という。）を減じる。 

(2) 有価物単価は、物価資料（スクラップ）の規格による。 

 

（見積単価） 

2.1.7 見積りによる算定の方法は、次のとおりとする。 

(1) 「南あわじ市公共建築工事積算見積標準書式」により見積りを徴する。 

(2) 原則として３者以上から設計価格を徴取し、見積比較表を作成する。ただし、見

積書を徴取しようとする品目を取り扱っているメーカー・商社などの数が限定さ

れている場合及び特別な事情がある場合はこの限りではない。 

(3) 一式計上はできるだけ避け、内容を容易に分析できるものとする。 

(4) 基本は円未満切捨てとし、同種の単価について、物価資料等で円未満の記載があ

る場合は、同単位基準未満切捨てとする。 

(5) 複数の品目をまとめて見積り徴した場合、工種ごとに(単価)×(数量)の合計額

を比較し、最低価格での見積単価を採用する。 
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第２節 共通費 

（共通費の算定） 

2.2.1 積算を委託する場合は、直接工事費までとし、発注時の実施設計にかかる共通費

の計算は、市発注担当課にて算定する。ただし、概算工事費確認のため、積算業務受

注者に共通費を計算したものを、参考として提出するものとする。 

 

（対象工事費の範囲を外れた場合の算定） 

2.2.2 対象となる直接工事費又は純工事費が、共通費基準別表で定める範囲を外れる

場合、算定された共通費率について変動率が異常に大きくなること、また本市におい

て小規模工事が多いことを考慮し、下限を下回った際は、下限額にて算定するものと

する。 

 

（積算工期） 

2.2.3 共通仮設費率及び現場管理費率の算出に使用する工期（以下「Ｔ（積算工期）」

という。）の算定方法は次のとおりとする。 

(1) Ｔ（積算工期）の算定方法 

工事費を算出するためのＴ（積算工期）は実態に則して算出する。この際、設

計業務委託の特記仕様書にて提出を求める概略工程表や、新築工事の場合は（一

社）日本建設業連合会による「適正工期算定プログラム」等を参考とするほか、

次の事項を総合的に考慮して定める。 

(2) 一括発注時の取扱い 

ア 建築工事、電気設備工事及び機械設備工事のいずれかの主たる工事と主たる工

事以外の工事を一括して発注する場合のＴ（積算工期）は、原則として主たる

工事の定めにより算定する。 

イ 建築工事、電気設備工事及び機械設備工事を分離して発注する場合のＴ（積算

工期）は、主たる工事を基礎として算定し、主たる工事と同時を原則とする。 

(3) Ｔ（積算工期）は、入札公告等に示された開札予定日から契約までの期間を考

慮して、原則として、次の日数を減じる。 

ア 通常は、7日を減じる。 

イ 一般競争入札（事後審査型）案件にあっては、12日を減じる。 

ウ 議会の議決に付すべき案件にあっては、議会の採決日（前年度の当該会の採決

日を参考とする。）までの日数を減じる。 

エ 年末年始（12月29日～１月3日）の期間は減じる。 

 (4) 想定した契約予定日と実際の契約日が異なっても、原則として、Ｔ（積算工

期）の変更は行わない。 
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（とりこわし工事等を単独で発注する場合） 

2.2.4 公共建築工事積算基準等資料（令和５年改定）にて次のとおり記載されている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記について、国土交通省の解釈を踏まえ、本市での運用は次のとおりとする。 

(1) 通常は、解体して新築を想定しているため、新営建築工事の率を採用する。 

 ただし、主たる工事が改修工事で、一部解体する場合は、改修建築工事の率を採用し

ても問題ない。 

(2) 通常の共通費率は、総合建築工事業者に発注することを想定した体系及び率になっ

ており、解体工事専門業者に直接発注する場合は、考え方が合わないため、見積りを

参考に共通費を計上する必要がある。 

・6ページ  

８ とりこわし工事等を単独で発注する場合の共通費は、製造業者・専門工事業

者からの見積りを参考に計上する。   

 ・特殊な室内装備品（家具、書架及び実験類 

 ・造園工事  

 ・舗装工事  

 ・とりこわし工事 

  ・さく井設備工事 

 

・7ページ 

（ニ）とりこわし工事を含めて発注する場合 

 とりこわし工事は新営建築工事の率を採用する。 
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第３節 変 更 

（設計変更における単価及び歩掛等の取扱い） 

2.3.1 設計変更においては、既契約の工事内容を変更する場合と新たな工事を追加変更する場合が

あるが、単価及び歩掛等（材料単価、労務単価、機械損料及び歩掛）の取扱いは、次の表－３の

とおりとする。 

 

表―３ 変更又は追加工事区分表 

  単価及び歩掛等の摘要 
備考 

単価 歩掛り 

変

更 

同一 
旧単価 

（当初設計時点） 

旧単価 

（当初設計時点） 

既契約の設計図書に示されている工事目的物等

の変更を行う場合をいう。 

①設計図書と工事現場状況の不一致による変更 

②設計図書の条件変更又は契約後に指示した条

件変更 

③工事現場の取合いの関係による変更 

④その他上記に類する条件変更 

新 
新単価 

（変更設計時点） 

新単価 

（変更設計時点） 

追

加 

同一 
新単価 

（変更設計時点） 

新単価 

（変更設計時点） 

工事区域内で工事目的物等を追加して施工する

場合をいう。 

①工事目的物の築造面積の追加 

②用地問題解決等による未契約箇所の追加 

③付帯工事等の追加 

④その他上記に類する工事目的物の追加 

新 
新単価 

（変更設計時点） 

新単価 

（変更設計時点） 

※ 同一 構造工法、断面、材料、規格、仕様、摘要等いずれも同一なものが、既契約の積算内容に

あるもの 

※ 新  構造工法、断面、材料、規格、仕様、摘要等いずれも同一なものが、既契約の積算内容に

なく、新たに追加するもの 

 

（工期の変更における工事費） 

2.3.2 工期変更に伴うＴ（積算工期）の取扱いは、次のとおりとする。 

(1) 受注者の責めによらない理由で工期延長となる場合 

発注者の責め又は不可抗力（天災等）を原因として、契約工期を延長する場合は、原則とし

て、延長する工期を当初のＴ（積算工期）に加算し、また、これに伴い発生する費用を加算

する。 

(2) 受注者の企業努力等により早期に工事が完成した場合でも、原則として、Ｔ（積算工期）の

変更及び契約工期を変更しない。ただし、受注者から技術者の配置の関係等の理由により契

約工期の変更（短縮）要請があった場合は、契約工期のみ変更は可とする。 
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(3) 工事請負契約約款第 21 条に基づく受注者の請求による契約工期の延長を行う場合におい

て、発注者・受注者のいずれの責めでない場合（一般的な天候の不良や関連工事の調整への

協力不足等による工期延長）、及び前号ただし書きによる場合は、工期延長のみを行い、原則

Ｔ（積算工期）は変更しない。 
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別紙 

 

次に掲げる書式及び資料については、最新のものを適用するものとする。 

 

（準拠する基準） 

１ 工事費の積算において、準拠する基準。 

（１）国土交通省大臣官房官庁営繕部（統一基準） 

・公共建築数量積算基準 

・公共建築設備数量積算基準 

・公共建築工事標準単価積算基準 

・公共建築工事共通費積算基準 

・公共建築工事内訳書標準書式（建築工事編） 

・公共建築工事内訳書標準書式（設備工事編） 

（２）国土交通省大臣官房官庁営繕部計画課（国土交通省資料） 

・公共建築工事積算基準等資料 

・営繕積算システム等開発利用協議会歩掛り 

 

（参考とする基準） 

２ 工事費の積算において、参考とする基準。 

・公共建築工事見積標準書式（建築工事編） 

・公共建築工事見積標準書式（設備工事編） 

・公共建築工事の工事費積算における共通費の算定方法及び算定例 

・公共建築工事積算研究会参考歩掛り 

・営繕積算システム等開発利用協議会参考資料 

・工事費積算における数値の取扱い（例） 

・公共住宅建築工事積算基準 

・公共住宅電気設備工事積算基準 

・公共住宅機械設備工事積算基準 

 

（参考とすることができる解説等） 

３ 工事費の積算において、参考とすることができる解説等。 

・公共建築工事積算基準の解説（建築工事編） 

・公共建築工事積算基準の解説（設備工事編） 

・建築数量積算基準・同解説 

・公共建築設備数量積算基準・同解説 

 

（内訳書における名称等） 

４ 内訳書における名称、摘要等の記載事項 
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・公共建築工事標準仕様書（建築工事編、電気設備工事編、機械設備工事編） 

・公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編、電気設備工事編、機械設備工事編） 

・建築工事標準詳細図 

・公共建築設備工事標準図（電気設備工事編、機械設備工事編） 

・公共建築工事積算基準 

  

（共通仮設費） 

 表－４ 共通仮設費区分表（建築工事） 

項目 内容 

率に含む内容 積み上げ内容 

区

分 
適用 

区

分 
適用 

準備費 

敷地測量   ○  

敷地整理 ○ 新営の場合 ○ 改修の場合 

道路占用・使用料 ○    

仮設用借地料   ○  

既存施設内の家具、什器、機器等の移

動・復旧 

  ○  

その他の準備に要する費用 ○ 軽微なもの   

仮 設 建 物

費 

監理事務所（敷地内） ○    

監理事務所の備品等 ○ 一般的なもの ○ 設計図書に基づ

くもの 

現場事務所（敷地内） ○    

倉庫 ○    

下小屋 ○    

宿舎   ○  

作業員施設等 ○    

現場環境改善費   ○ 設計図書に基づ

くもの 

工 事 施 設

費 

仮囲い   ○  

工事用道路   ○  

歩道構台   ○  

場内通信設備等の工事用施設 ○    

現場環境改善費   ○ 設計図書に基づ

くもの 
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環 境 安 全

費 

安全標識 ○    

消火設備等の施設の設置 ○    

交通誘導・安全管理等の要員   ○  

隣接物等の養生及び補償復旧 ○    

台風等災害に備えた災害防止対策 ○ 一般的なもの ※１ ○ 特別なもの ※2 

動 力 用 水

光熱費 

工事用電気設備 ○ ※3 ○ 監理事務所に係

るもの 

工事用給排水設備 ○ ※3   

工事用電気・水道料金等 ○ ※3   

本受電後の電力基本料金   ○ ※4 

屋 外 整 理

清掃費 

屋外・敷地周辺の跡片付け ○ 工事範囲内  ○ 工事場所以外 

上記に伴う発生材処分 ○    

端材等の処分 ○ ※5   

除雪   ○  

機 械 器 具

費 

共通的な工事用機械器具（測量機器、

雑機械器具） 

○    

荷揚用揚重機械器具   ○  

情 報 シ ス

テム費 

情報共有 ○    

遠隔臨場 ○    

ＢＩＭ ○    

その他情報通信技術等のシステム・ア

プリケーション費用 

○    

その他 

公共建築工事標準仕様書に基づく試験

費  

○    

レディーミクストコンクリートの単位

水量試験費 

○    

石綿粉じん濃度測定   ○  

分析による石綿含有建材の調査   ○  

空気中の化学物質の濃度測定   ○  

六価クロム溶出試験   ○  

PCB 含有シーリング材の調査   ○  

路床土の支持力比（CBR）試験   ○  

現場ＣＢＲ試験   ○  
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特記仕様書にて定める試験のうち軽微

な試験費 

○    

その他上記のいずれの項目にも属さな

い材料及び製品の品質管理試験費 ※6 

○ 軽微なもの ○ 重大なもの 

新たな施策等の試行による特別な費用   ○ 設計図書に基づ

くもの 

 

表－５ 共通仮設費区分表（設備工事） 

項目 内容 

率に含む内容 積み上げ内容 

区

分 
適用 

区

分 
適用 

準備費 

敷地測量   ○  

敷地整理   ○  

道路占用・使用料   ○  

仮設用借地料   ○  

既存施設内の家具、什器、機器等の移

動・復旧 

  ○  

その他の準備に要する費用 ○ 軽微なもの   

仮 設 建 物

費 

監理事務所（敷地内）   ○  

監理事務所の備品等   ○  

現場事務所（敷地内） ○    

倉庫 ○    

下小屋 ○    

宿舎   ○  

作業員施設等に要する費用 ○    

現場環境改善費   ○ 設計図書に基づ

くもの 

工 事 施 設

費 

仮囲い   ○  

工事用道路   ○  

歩道構台   ○  

場内通信設備等の工事用施設 ○    

環 境 安 全

費 

安全標識 ○    

消火設備等の施設の設置 ○    

交通誘導・安全管理等の要員   ○  
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隣接物等の養生及び補償復旧   ○  

台風等災害に備えた災害防止対策 ○ 一般的なもの ※１ ○ 特別なもの ※2 

現場環境改善   ○ 設計図書に基づ

くもの 

動 力 用 水

光熱費 

工事用電気設備 ○ ※3 

 

○ 監理事務所に係

るもの 

工事用給排水設備 ○ ※3   

工事用電気・水道料金等 ○ ※3   

屋 外 整 理

清掃費 

屋外・敷地周辺の跡片付け ○ 工事場所  ○ 工事場所以外 

上記に伴う発生材処分 ○    

端材等の処分 ○ ※5   

除雪   ○  

機 械 器 具

費 

共通的な工事用機械器具（測量機器、

雑機械器具） 

○    

荷揚用揚重機械器具   ○  

情 報 シ ス

テム費 

情報共有   ○  

遠隔臨場   ○  

ＢＩＭ   ○  

その他情報通信技術等のシステム・ア

プリケーション費用 

  ○  

 

 

その他 

 

 

 

 

公共建築工事標準仕様書に基づく試験

費  

○    

レディーミクストコンクリートの単位

水量試験費 

  ○  

石綿粉じん濃度測定   ○  

分析による石綿含有建材の調査   ○  

空気中の化学物質の濃度測定   ○  

六価クロム溶出試験   ○  

PCB 含有シーリング材の調査   ○  

路床土の支持力比（CBR）試験   ○  

現場ＣＢＲ試験   ○  

特記仕様書にて定める試験のうち軽微

な試験費 

○    
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その他上記のいずれの項目にも属さな

い材料及び製品の品質管理試験費 ※6 

○ 軽微なもの ○ 重大なもの 

新たな施策等の試行による特別な費用   ○ 設計図書に基づ

くもの 

※１ 屋外に存置された資材等の移動及び養生に要する費用。外部足場の点検、補強、シート類の巻

き上げ等に要する費用 

※2 大規模な台風等の風災害対策として、足場の養生シートの全面掛払い、防音パネルの全面掛払

い等、受発注者間の協議に基づき設計図書に記載される災害防止対策に要する費用 

※3 新営工事は引込費用及び使用料が該当する。（工事用）改修工事は既存施設からの引き込みが

可能であるため、主にメータ設置費と使用料が該当する。（工事用） 

※4 受注者が建替えて支払う場合。発注者名で手続きし、電気事業者に直接支払う場合は不要。 

※5 施工中に発生する端材等の処理に関する費用（指定された集積場所から場外へ搬出するための

積込み、運搬費及び処分費）は、共通仮設費率に含む。 

※5 材料及び製品の品質管理試験に要する費用については、コンクリートの圧縮試験費及び鉄筋の

圧接試験費（引張り試験、超音波探傷試験）を含む 

※6  公共建築工事内訳書標準書式（建築工事編）及び（設備工事編）を参考に判断する。 

 

（現場管理費） 

 表－６ 現場管理費区分表 

項目 内容 

率に含む内容 積み上げ内容 

区

分 
適用 

区

分 
適用 

要員等の費

用 

条件明示された要員等の費用（共通仮設費

の費用以外、現場雇用労働者の給料等） 

  ○  

支給材を使

用する場合 

支給材（発注者側で購入・製作された資機

材）を使用して工事を施工する場合 

  ○ 購入評価額の2％ 

 

（一般管理費等） 

 表－７ 一般管理費等区分表 

項目 内容 

率に含む内容 積み上げ内容 

区

分 
適用 

区

分 
適用 

前払金 前払金支出割合による補正   ○  

契約保証 契約保証費   ○ 0.04％ 

住宅瑕疵担

保 

住宅瑕疵担保履行法による資力確保措置の

ための費用 

  ○  
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